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は じ め に 
 従来から都市計画法において、都市計画区域で主として建築物を建築する⽬的で宅地の造成をしようと
する場合及び特定⼯作物（コンクリートプラント、ゴルフコース等）を建設する場合に開発⾏為を⾏おう
とするときには、知事（指定都市、中核市及び特例市の区域内においてはその市の市⻑）の許可を受けな
ければならないこととされてきました。 
 平成13年5⽉18⽇施⾏の法改正により、都市計画区域外の区域について、新たに「準都市計画区域」の
制度が創設され、この区域内で開発⾏為を⾏おうとするときは、⼀定の条件の下に開発許可を必要とする
こととなるとともに、準都市計画区域以外の、都市計画区域外の区域で開発⾏為を⾏おうとするときも、
⼀定の条件の下に開発許可を必要とすることとなりました。 
 この書では、開発⾏為等の許可申請⼿続き等について説明していきます。 
 
■この書における都市計画区域等に関する⽤語の定義 
 

都市計画区域 都市計画法（以下「法」という。）第５条の規定により定める区域 

区域区分 法第７条の規定により定める市街化区域と市街化調整区域との区分 

線引き都市計画区域 法第７条の規定により区域区分を定めている都市計画区域 

市街化区域 法第７条第２項に規定する区域 

市街化調整区域 法第７条第３項に規定する区域 

⾮線引き都市計画区域 区域区分を定めていない都市計画区域 

準都市計画区域 都市計画区域外の区域において、法第５条の２の規定により定める区域 

 
 
■北海道内の都市計画区域指定状況（札幌市（指定都市）、旭川市及び函館市（中核市）を含む。） 
 

１ 線引き都市計画区域及びその構成都市  （参考） 
 

全道市町村数 
市  ３５ 
町 １２９ 
村  １５ 
――――― 
計 １７９ 

 

10区域 
市 17 
町 10 

計27 

２ ⾮線引き都市計画区域及びその構成都市 

69区域 
市 18 

計72 
町 54 

３ 合計 

79区域 
市 35 

計99 
町 64 
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■北海道内の線引き都市計画区域指定市町村（27市町村）（令和３年３⽉現在） 
 

札幌圏都市計画区域 札幌市、⼩樽市の⼀部、江別市、北広島市、⽯狩市 

⼩樽都市計画区域 ⼩樽市 

函館圏都市計画区域 函館市、北⽃市、七飯町 

旭川圏都市計画区域 旭川市、鷹栖町、東神楽町 

室蘭圏都市計画区域 室蘭市、登別市、伊達市 

釧路圏都市計画区域 釧路市、釧路町 

帯広圏都市計画区域 帯広市、⾳更町、芽室町、幕別町 

千歳恵庭圏都市計画区域 千歳市、恵庭市 

苫⼩牧圏都市計画区域 苫⼩牧市、⽩⽼町、安平町、厚真町 

北⾒都市計画区域 北⾒市 
 
 
■都市計画区域指定状況（国⼟交通省 国⼟数値情報（都市地域データ）による） 
 

 
※ 準都市計画区域指定市町村：七飯町、倶知安町、ニセコ町、洞爺湖町、北見市 
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